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1
日本初の地域特化型REIT
不動産業の特徴である地域性（ローカル性）を強みとして、福岡・九州という成長余力の
ある地域の賃貸不動産に投資を行っています。投資した不動産を適切に運用することで、
中長期に安定した収益を確保し、安定した分配金を提供し続けます。

2
優良なポートフォリオ
本投資法人は、成長余力の高い福岡都市圏を中心に商業施設、オフィスビル、物流施設
等の多様な投資タイプの物件に厳選投資して、ポートフォリオを構築しています。

3
スポンサー会社によるサポート体制
われわれの考え方に賛同する福岡・九州地域の経済界をリードする有力企業が、株式会
社福岡リアルティの株主として参画しています。本投資法人は、スポンサー会社からのサ
ポートを積極的に活用し、堅実な資産規模の拡大を目指しています。

4
安定的な財務基盤
リファイナンスリスクの軽減（保守的な有利子負債比率コントロール、返済期限の長期分
散）を行っています。また、スポンサー3行をはじめとする金融機関との良好な関係を継続
しています。

5
上場以来安定した分配金を継続
本投資法人は、スポンサーパイプライン等を活かし、福岡・九州地域の厳選された優良
物件の取得と効果的な資産運用を通じて、安定的な1口当たり分配金を分配し続けてい
ます。　
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名称 福岡リート投資法人
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上場日 2005年6月21日（東京証券取引所、福岡証券取引所）
決算期 2月・8月
資産運用会社 株式会社福岡リアルティ
スポンサー 福岡地所株式会社

九州電力株式会社
西日本鉄道株式会社
ロイヤルホールディングス株式会社
株式会社福岡銀行
株式会社西日本シティ銀行
西部瓦斯株式会社
株式会社九電工
九州旅客鉄道株式会社
株式会社日本政策投資銀行

福岡リート投資法人は、2005年6月21日、不動産業の特徴
である地域性（ローカル性）を強みとし、福岡を中心とする九
州全体を投資対象エリアとする我が国で初めての地域特化型
リートとして上場しました。本投資法人は、国内外の優良な投
資資金を地域金融市場へ呼び込むことが、福岡・九州地域の
街づくりの活性化につながると考えています。また、街づくり
を通じた地域経済の成長は、本投資法人にとっても投資機会
の増加や保有資産の収入増につながる可能性があり、投資主
の利益に適うものと考えています。

編集方針
　本統合報告書は本投資法人の価値創造プロセスを分
かりやすくお伝えすることを目的として、2019年度より
発行しています。本書の編集にあたっては、国際統合報
告評議会（IIRC）の「国際統合報告フレームワーク」及び
経済産業省の「価値協創ガイダンス」を参照して、分かり
やすく記載しております。本書が投資家をはじめとする
ステークホルダーの皆様との積極的な対話につながる
と考えています。
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株式会社福岡リアルティは不動産や金融、その他の分野にお
ける様々な経験を有する社員により構成され、高い専門性をも

株式会社福岡リアルティの概要

ち、地元に関する知識とノウハウを最大限に活かして、本投資法
人の資産運用を行っています。

本投資法人の考え方に賛同する福岡・九州地域の経済界を
リードする有力企業が、株式会社福岡リアルティの株主（スポ
ンサー）として参画しています。本投資法人は、スポンサー会社
からの優良な物件の拠出による資産規模の拡大、有用な情報
提供や資産運用会社への人材派遣等のサポートを積極的に活
用し、本投資法人の持続的な成長を目指しています。なお、ス
ポンサー会社が保有・開発する物件に関して、安定的かつ継続
的な物件の取得機会を模索していくため、福岡地所株式会社
とは、本投資法人及び株式会社福岡リアルティとの間で、パイ
プライン・サポートに関する契約書を締結しています。
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ロイヤルホールディングス
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日本政策投資銀行
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福岡銀行

50%

福岡地所＊

5%

九電工

福岡リアルティ
（資産運用会社）

取締役 社外取締役

不動産投資信託

資産運用会社

株式会社福岡リアルティ

福岡リート投資法人
［ 証券コード：8968 ］

運用委託

投資主不動産

投資

賃料等 分配金

保有

＊パイプライン・サポートに関する契約書を締結しています。

【Our Mission（目標）】
本投資法人は、不動産業の特徴である地域性（ローカル性）を

強みとして、福岡・九州地域の賃貸不動産に投資を行い、取得し
た不動産を適切に運営することで、中長期的に安定した収益を確
保し、将来にわたり安定した分配金を提供し続けるよう努めます。

【Act Local（地の利を活かした運用）】
本投資法人及び株式会社福岡リアルティは、上場不動産投資

法人及びその資産運用会社として、唯一首都圏・関西圏以外に
登記・登録されています。 

本投資法人は、地域特化型REITとして地元における土地勘
及び地元の行政や経済界をはじめとする広範なネットワークに
依拠した情報の早さと厚みを活かし、情報収集力と物件の持つ
収益性の把握力を高め、投資対象物件の選別や保有資産運営
における差別化を図っています。

福岡リート投資法人の基本理念

【Think Global（グローバルな発想）】
本投資法人は、不動産や金融市場について、常に日本全体、

そして世界全体の動きを見極め、グローバルな発想で資本市場
の論理を斟酌して、資産運用に適切に反映していきます。本投
資法人は、常に投資家との対話を心掛け、説明責任を果たすこ
とに重点を置き、厳しいコンプライアンス方針の下、投資家の
ために資産運用会社のファンドマネジメントスキルを活用して
いきます。また、IRを積極的に行うことにより、世界の資本市場
に対し、説明責任を果たしていきます。併せて、資産運用会社の
コーポレートガバナンス及びコンプライアンスに留意していき
ます。

Our Mission
地域特化型REIT

福岡・九州地域に精通した
資産運用会社が投資主の利益の

最大化を目指す

Think Global
資本市場の論理

・説明責任、投資家との対話
・厳しいコンプライアンス方針
・ファンドマネジメントスキル

Act Local
不動産はローカルなビジネス

・情報収集力における差別化（早さ・厚み）
・土地勘
・ネットワーク（行政・経済界）

本投資法人は、国内外の優良な投資資金を地域の不動産金
融市場へ呼び込むことが、福岡・九州地域の街づくりの活性化
につながると考えています。街づくりや開発には直接関与しま
せんが、物件を取得することにより物件の売主に新たな資金が
渡り、その資金の一部が新たな開発等に向けられることが期待
されます。また、本投資法人には国内外からの資金が投入され
ますので、福岡・九州地域全体として新たな投資資金が流入す

地域活性化と魅力ある街づくりへの貢献

ることになります。このような観点から、福岡・九州地域の地域
活性化と街づくりに貢献することができると考えています。 

投資主に対しては、保有資産からの収益を分配することで、
資金を還元します。

福岡・九州地域における街づくりの促進と地域経済の活性化
を通じて、本投資法人の収益の安定を目指します。

 投資方針

福岡都市圏
60-90％

商業施設
40-70％

その他九州地域
（沖縄県及び山口県を含む）

10-30％

オフィスビル

20-50％

その他

0-10％

その他
（ホテル、住居、物流施設等）

0-30％

投資タイプ投資対象エリア

株式会社福岡リアルティとの関係

は
じ
め
に

は
じ
め
に

福岡地所の紹介はこちら >> P.23
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生活・居住

経済・ビジネス
2位 73.7
（3位）

6位 67.4
（12位）

91位 42.4
（63位）

3位 76.5
（3位）

5位 72.6
（5位）

5位 80.3
（6位）

研究・開発

文化・交流

交通・アクセス

環境

福岡市総人口 人口増加率

2020年分野別偏差値

※グラフの形は偏差値を表します。
偏差値50ライン

Hot Topics

森記念財団「日本の都市特性評価2020」の国内109の都市
を対象とした都市力を相対的かつ多角的に分析した調査によれ
ば、福岡市は、経済・ビジネスで抜きんでており、「ビジネスの活
力」や「ビジネス環境」において、安定して高い評価を得ていま
す。また、交通・アクセスの「都市外アクセス」における評価も高
く、アジアの交流拠点都市を目指す福岡市として、多くの人・ビ
ジネスを惹き付けています。

日本政府が外資系金融機関や海外の金融人材の受け入れ拡
大を目指すことを受け、福岡への国際金融機能の誘致に携わる
多様な主体が、情報の共有・交換を進め、それぞれの特色を活
かしながら取り組んでいくために、産学官によるオール福岡の
推進組織「TEAM FUKUOKA」が2020年9月29日に設立され
ました。

成長を続けるバランス型都市・福岡国際金融機能誘致　TEAM FUKUOKA 設立

福岡市は、海に育まれた歴史や文化、豊かな自然環境と充実した
都市機能、多彩な人材等、様々な財産に恵まれ、国内外から住みや
すいと評価されている都市です。
「福岡市総合計画」においては、「都市の成長」と「生活の質の向

上」の好循環を創り出すことが都市経営の基本戦略として掲げられ
ています。「人と環境と都市活力の調和がとれたアジアのリーダー
都市」の実現をめざして、経済的な成長と安全・安心で質の高い暮ら
しのバランスがとれたコンパクトで持続可能な都市として、アジア
の中で存在感のある都市づくりが進められています。

福岡市の位置づけ ～地方都市からアジアの経済都市へ～

福岡を取り巻くマクロ環境

は
じ
め
に

は
じ
め
に

福岡市は、2019年1月28日に募集が開始された内閣府によ
る「Beyond Limits. Unlock Our Potential. 世界に伍するス
タートアップ・エコシステム拠点形成戦略」に係るスタートアッ
プ・エコシステム拠点都市形成事業に応募し、2020年7月14日
グローバル拠点都市に選定されました。

企業・大学・行政の連携を探ることで、新たな価値を創造し、
都市の持続的成長・活力となるスタートアップを生み出すスタ
ートアップ・エコシステム拠点都市の形成を目的とし、福岡スタ
ートアップ・コンソーシアムが設立されています。

　　　　　　 内閣府 スタートアップ・エコシステム拠点形成戦略、グローバル拠点都市・福岡

[ 福岡スタートアップ・コンソーシアム ]
（１）�スタートアップ・エコシステム拠点形成促進に向けた取り

組み
（２）産学官連携によるスタートアップ企業の創出・成長支援
（３）�スタートアップ企業、企業、投資家、支援者、人材等を誘引

するため、国内外に向けた情報発信
（４）�新たな技術・サービスの実証実験、社会実装に向けた取り

組み
（５）その他、コンソーシアムの目的に資する取り組み

■ �分野別の順位・偏差値 
（　）内は昨年順位
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・ 若者率 14.5%
・ 生産年齢人口比率 60.0%

福岡市

・ 若者率 17.4%（1位）
・ 生産年齢人口比率 64.8%（3位）

（千人） （%）

福岡市の総人口は2020月5月1日現在の推計人口で160万人
を超え、1985年以降、一貫して増加し続けています。この総人口
は、政令指定都市の中で、横浜市、大阪市、名古屋市、札幌市に次い
で5番目に多い都市になります。福岡市の今後の人口増加について
は、国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、2035年まで増
加傾向にあるものと推計されています。

人口成長を続ける福岡市

コンパクトシティ福岡

※2020年の総人口は、9月1日現在の数値のため、人口増加率は含みません。
出典：�福岡市公表のデータ「福岡市推計人口」及び「福岡市登録人口」を基に、株式会社福岡リアルティにて

作成しています。

福岡市の人口構成については、他都市と比較して、若年人口
の割合が高いという特徴があります。下記図表記載の各都市に
おいて、福岡市の若者率（都市の総人口に占める15歳～29歳
までの人口の割合をいいます。）は、17.4%で第１位、生産年齢
人口比率（都市の総人口に占める15歳から64歳までの人口の
割合をいいます。）は、64.8%で第3位となります。

若者が多い福岡

出典：総務省統計局「国勢調査」のデータを基に、株式会社福岡リアルティにて作成しています。
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川崎市

全国

・ 若者率 14.5%
・ 生産年齢人口比率 60.0%

福岡市

・ 若者率 17.4%（1位）
・ 生産年齢人口比率 64.8%（3位）

（千人） （%）

福岡市のインフラ拡充
1 福岡市営地下鉄七隈線延伸計画（2022年度完了予定）

2� 福岡空港の滑走路増設（2024年度完了予定）

3 �福岡都市高速6号線（アイランドシティ線）（2020年度完了予定）

4 福岡都市高速３号線延伸（空港線）（2024年度完了予定）

5 �ウオーターフロント地区再整備 

クルーズ船ターミナル開設（2015年度完了） 

博多港中央ふ頭の岸壁延伸工事（2018年完了）

福岡市は、中心市街地である天神から半径3km圏内に博多
駅、博多港、福岡空港という陸・海・空の交通アクセス拠点が位
置するコンパクトシティです。

現在、更なる利便性の向上を図るため、交通インフラの整備、

機能強化が進められています。また、身近な自然の豊かさとし
て、市の中心部から半径10kmの緑と水の割合では、福岡市は
メルボルン、シアトル等「生活の質」の高さで評価される世界の
都市と同等の割合となります。

■ 全国及び各主要都市の若者率及び生産年齢人口比率 （2015年）■ 福岡市の総人口及び人口増加率

博多港

福岡空港天神 博多駅

出典：�森記念財団「日本の都市特性評価2020」のデータを基に、株式会社福岡リアルティにて作成しています。

アイランドシティ

写真提供・ふくおか経済編集部

JR 線
＜凡例＞

新幹線
西日本鉄道
福岡市営地下鉄
福岡都市高速
西九州自動車道
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【商業地】
国土交通省が発表する2020年の公示地価（毎年1月1日時点）の
年別変動率において、商業地の全国平均は前年比3.1％増となり、5
年連続の上昇となりました。福岡市においては、他都市に先行して
2013年から地価上昇に転じ、外国人観光客をはじめとする国内外
からの観光客の増加や堅調なオフィスマーケットに加えて、再開発
事業の進展等を背景に2018年以降は他都市を上回る上昇率で推
移しました。2020年第1四半期以降は、新型コロナウイルス感染症
拡大による地価動向への影響が見られています。

福岡市内の再開発動向

福岡市の地価動向

■ 福岡ビジネス地区／空室率とオフィスビルの需給動向 ■ 福岡ビジネス地区／平均募集賃料の推移（2005年を100とした場合）

■ 商業地公示価格の年別対前年平均変動率

■ 住宅地公示価格の年別対前年平均変動率

※2008年から2019年までの空室率は、12月末日時点の数値を基に記載しています。
※�オフィスビルに関する各都市のデータについては、三鬼商事株式会社が都市毎に定めるビジネス地区及
びビルをいいます。
※�ネットアブソープション（吸収需要）は、特定期間における稼働面積の増減を表しており、各年12月末時点
の稼働面積から前年12月末時点の稼働面積を控除した数値を記載しています。
　�2020年、2021年の竣工面積（延床面積）は未確定値であり、面積、竣工時期は変更となる可能性があり
ます。
出典：�三鬼商事株式会社の「オフィスマーケットデータ」のデータを基に、株式会社福岡リアルティにて作成

しています。
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福岡空港利用

竣工面積（延床面積） ネットアブソープション（吸収需要）

博多港利用 外国航路（不定期船）上陸人員数 その他地域 3.1%（１０３千人）タイ 1.1%（38千人）
欧州・米国・豪州 2.6%（87千人）
香港 5.9%（１97千人）

台湾 9.6%（322千人）

中国 6.7%（224千人）

外国航路（不定期船）
上陸人員数 
23.8%（800千人）
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■ 福岡ビジネス地区/賃貸可能面積・稼働面積の推移

※2005年から2019年のデータは、12月時点の数値を基に記載しています。
出典：�三鬼商事株式会社の「オフィスマーケットデータ」のデータを基に、株式会社福岡リアルティにて作成

しています。

出典：�三鬼商事株式会社の「オフィスマーケットデータ」のデータを基に、株式会社福岡リアルティにて作成
しています。

福岡ビジネス地区の平均募集賃料は2019年9月から2020年9月の1年間で6.1％上昇
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2020年9月時点
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東京都心5区 3.43%

福岡 3.15%
名古屋 3.05%
大阪 2.96%
札幌 2.25%

2020年9月時点
福岡 11,018円
東京都心5区 22,733円
大阪 11,944円

（1坪当たり）
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※公示価格は、毎年1月1日時点の土地価格を公示するものです。
出典：�国土交通省「平成22年～令和2年地価公示」のデータを基に、株式会社福岡リアルティにて作成しています。

※公示価格は、毎年1月1日時点の土地価格を公示するものです。
出典：�国土交通省「平成22年～令和2年地価公示」のデータを基に、株式会社福岡リアルティにて作成しています。
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に
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に

福岡を取り巻くマクロ環境

■ 天神ビッグバン
福岡市の天神地区においては、「グローバル創業・雇用創出特区」によって、「航空
法の高さ制限の特例承認」を受け、これに合わせて「容積率の緩和」を福岡市独自
の施策として実施し、都市機能の大幅な向上等を図り、新たな空間と雇用を創出
するプロジェクト「天神ビッグバン」が進んでいます。天神ビッグバン第1号として、
本投資法人のメインスポンサーである福岡地所株式会社が、福岡初の大規模免
震構造、国内屈指のBCP等の高いオフィススペックを備え、新型コロナウイルス
などの感染症対策も講じた「天神ビジネスセンター」の開発を進めており、2021
年9月の竣工が予定されています。
また、「世界に先がけた感染症対応シティ」を掲げる福岡市は、新たな取り組みとし
てビルの「換気」「非接触」「身体的距離の確保」「通信環境の充実」等の取り組みを
誘導すべく、天神ビッグバンのインセンティブ活用した開発計画において、感染症
対策を実施するビルの竣工期限を2024年末から2026年末まで延長しています。

■ 博多コネクティッド
福岡市は、博多駅の活力と賑わいを更に周辺につなげ
ていく「博多コネクティッド」を2019年1月に始動しまし
た。九州の陸の玄関口として更なる発展が期待される
博多駅周辺において、地下鉄七隈線延伸やはかた駅前
通りの再整備等、交通基盤の拡充とあわせ、容積率等
の規制緩和により、耐震性の高い先進的なビルへの建
替えを促進することで、都市機能の向上を図っていき
ます。また、本投資法人のメインスポンサーである福岡
地所株式会社は、株式会社西日本シティ銀行と共同で、
「博多コネクティッド」の起爆剤となるべく、同行の老朽
化した本店本館ビル、本店別館ビル及び事務本部ビル
の連鎖的な再開発を進めています。

■ 前年比売上変動率推移 ■ 物流施設の需給と空室率

出典：�一般社団法人日本ショッピングセンター協会「SC販売統計調査報告」を基に、株式会社福岡リアルティ
にて作成しています。

※�福岡県及び佐賀県における不動産投資会社及び不動産開発会社等が保有する延床面積5,000㎡以上の
賃貸型物流施設が対象となります。
出典：シービーアールイー株式会社のデータを基に株式会社福岡リアルティにて作成しています。

【住宅地】
国土交通省が発表する2020年の公示地価（毎年1月1日時点）
の年別変動率において、住宅地の全国平均は前年比0.8%増とな
りました。雇用・所得環境の改善が続く中、低金利環境の継続や住
宅取得支援策等による住宅需要の下支え効果もあり、利便性の高
い地域を中心に需要が堅調に推移しました。福岡市においては、人
口流入による強い住宅需要を背景に2013年から地価上昇に転じ、
2020年まで地価上昇率は毎年拡大しています。2020年第1四半
期以降は、新型コロナウイルス感染症拡大による地価動向への影
響が見られています。

福岡のオフィス市況

福岡市の商業市況 北部九州の物流施設の需給動向
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地下鉄七隈線延伸計画
（2022年度開業予定）

再開発に伴う大規模ビル閉鎖前の退去による影響

竣工面積（延べ床面積）は共用部分等の面積を
含むため、賃貸可能面積とは異なります。

西鉄福岡（天神）駅 キャナルシティ博多

中間駅（仮称）

JR博多駅
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運用取得

リサーチ

管理

評価

売却

ESG課題への対応

サステナビリティ方針
>> P.28

社会に関する課題
>> P.34

環境に関する課題
>> P.30

組織に関する課題
>> P.37

財務戦略
>> P.22

投
資
戦
略

運
用
戦
略

資金調達(ファイナンス)　　　　　　　　　　　　     情
報開示コミュニケーショ

ン（
IR

）

財務戦略

投資戦略
>> P.20

運用戦略
>> P.21

主な経営資源
（インプット)

① �不動産への効率的分散投資が可能
② 相対的に安定した高利回り
③ �「導管性」により法人税が実質免除
④ 証券取引所で日々売買が可能
⑤ 情報開示が充実

創出価値
（アウトカム）

※2020年8月31日現在

財務資本
保守的な有利子負債比率のコントロール
を通じた堅実な財務基盤の構築

・負債合計
・純資産合計
・総資産合計
・有利子負債
・平均負債残存年数
・LTV

97,478百万円
101,525百万円
199,004百万円
82,400百万円

5.9年
41.4%

製造資本
長期にわたり安定的なキャッシュ・フロ
ーを創出しうる優良物件の発掘

・総賃貸可能面積
・取得価格合計

591,021.51㎡
201,959百万円

人的資本
・専門性のある優秀な人材
・柔軟な働き方の支援体制
・キャリア形成支援制度

・役職員数
・資格保有者数

・女性比率

41名

51.2％

知的資本
・�人材育成によって形成された各種スキル
・�長年の実践によるIR活動の経験と知見

・地域に根ざした情報の蓄積

社会関係資本
・�テナントとの共創と信頼関係
・�プロパティマネジメント（PM）会社と

の協働体制

・�地域社会、地域コミュニティとの連携
・スポンサーとの良好な信頼関係

自然資本
・�福岡九州地域において保有する物件

の土地（57.3ha）
・�保有物件の稼働において使用するエ

ネルギー及び水、空気等の自然資源

・�保有物件周辺の自然環境、生物多
様性

※2020年8月31日現在

本投資法人は、福岡・九州地域の活性化と魅力ある街づくりに貢献すべく、地元の
行政や経済界とのネットワーク、情報収集力やノウハウを活かした投資対象物件
の選別、資金調達を行っています。
中長期的に安定した収益を投資主の皆様にご提供することで、投資主の皆様の最
善の利益を図ります。
また、ステークホルダーとの対話を重視し、ビジネスモデルにおいてESG諸課題を
投資運用プロセスに組み込むことで、経済・社会・環境に配慮したサステナブル経
営を推進します。

財務資本
・TSR過去10年
・期中平均支払金利
・分配金
・分配金利回り
・格付

製造資本
・NOI
・NOI利回り

人的資本
・�資格保有者数 

宅地建物取引士26名/不動産証券化協会認定マスター23名/ビル経営管理士5名
・平均有給取得率　　70.9％ (2019年度）

知的資本
・�IRの年間面談件数
・受賞実績

社会関係資本
・�新型コロナウイルス禍におけるテナント支援策の実施（賃料減免及び

支払い猶予、お弁当マーケットの開催等）
・地域の清掃活動参加 ※通算284回（2020年10月15日現在）

・�スポンサーとの人材交流（スポンサーへの出向者4名/受入出向者2名）

自然資本
・グリーンビル認証取得率（延床面積ベース）　79.8％
・�保有物件における電気使用量、水消費量の削減

不動産鑑定士２名/弁護士1名/
一級建築士２名/経営学修士1名

年率6.7％
0.69%
3,250円
4.7%

5,307百万円
5.3%

国内147件、国外40件（電話会議含む）
IR優良企業奨励賞（2014年） 
日興アイ・アールウェブサイト最優秀賞（2018年）

JCR：AA-（安定的）、R&I：A+（安定的）

不動産物件

業務委託

賃貸不動産の保有

資本

借入・債券

不動産管理会社

資産保管会社
事務受託会社

資産運用会社 スポンサー会社

投資主

金融機関
債券投資家

投資法人
投資

資金調達
(デット)

出資

出資

賃料収入

元利金払い

分配金

委託報酬資産運用業務受託プ
ロパ

ティ
マネ

ジメ
ント 資産の管理

J-REITの仕組みJ–REITの特長

・含み益	 37,648百万円
・NAV倍率	 0.8×

は
じ
め
に

は
じ
め
に

J-REITの仕組みと福岡リート投資法人のビジネスモデル

保有物件 計31物件

商業施設 11物件

オフィスビル 9物件

住居 5物件

物流施設 4物件

ホテル 2物件

Our Mission

Act Local

Think Global

地域活性化と魅力ある
街づくりへの貢献

>> P.12-13
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200,000

（百万円）
取得価格

150,000

100,000

50,000

40

（件）

30

20

10

上場時
2005年

6月

第2期
2005年
8月期

第3期
2006年
2月期

第4期
2006年
8月期

第5期
2007年
2月期

第6期
2007年
8月期

第7期
2008年
2月期

第8期
2008年
8月期

第9期
2009年
2月期

第10期
2009年
8月期

第11期
2010年
2月期

第12期
2010年
8月期

第13期
2011年
2月期

第15期
2012年
2月期

第14期
2011年
8月期

第16期
2012年
8月期

第17期
2013年
2月期

第18期
2013年
8月期

第19期
2014年
2月期

第20期
2014年
8月期

第21期
2015年
2月期

第22期
2015年
8月期

第23期
2016年
2月期

第24期
2016年
8月期

第25期
2017年
2月期

第26期
2017年
8月期

第27期
2018年
2月期

第28期
2018年
8月期

第29期
2019年
2月期

第30期
2019年
8月期

第31期
2020年
2月期

第32期
2020年
8月期

0 0

鳥栖ロジスティクスセンター　1,250

グランフォーレ薬院南　1,100

ロジシティみなと香椎 8,150
マリノアシティ福岡（マリナサイド棟） 5,250
パークプレイス大分（隣接地） 590

パークプレイス大分（スポーツクラブNAS） 1,470
イオン原ショッピングセンター（売却） -5,410
Aqualia警固（売却） -2,800

ロジシティ久山　5,050

ティサージホテル那覇　2,835

木の葉モール橋本 10,000
東比恵ビジネスセンターⅡ 4,230
パークプレイス大分（隣接地） 860

東比恵ビジネスセンターⅢ 3,290
ロジシティ若宮 1,700
パークプレイス大分 

（ホームプラザナフコ） 990

（取得物件）
キャナルシティ博多 32,000
キャナルシティ・ビジネスセンタービル　14,600
パークプレイス大分 15,700
呉服町ビジネスセンター 11,200

サンリブシティ小倉　6,633

Aqualia警固　2,800
Aqualia千早　1,280

天神西通りセンタービル　2,600

ディー・ウイングタワー 2,800
ホテルフォルツァ大分 1,530
天神ノースフロントビル　2,800

サニックス博多ビル 4,400
小嶺台コミュニティモール 740

大博通りビジネスセンター　7,000

アメックス赤坂門タワー 　　2,060
スクエアモール鹿児島宇宿 5,300
熊本インターコミュニティSC 2,400

イオン原ショッピングセンター 5,410
小嶺台コミュニティモール（売却） -740

花畑SC 1,130
シティハウスけやき通り 1,111
久留米東櫛原SC 2,500

東比恵ビジネスセンター　5,900

キャナルシティ博多・B　28,700

ケーズデンキ鹿児島本店　3,550

4
5

7

8

11
11

14
15 15

16 16 16 16
17 17

19

20

23 23

24

25

27 27
27

25
26

26

28
29 29 29

31

■ 商業施設　■ オフィスビル　■ 住居　■ 物流施設　■ ホテル　  　 物件数

は
じ
め
に

は
じ
め
に

本投資法人は、長年にわたり安定的なキャッシュ・フローを創出しうる物件を厳選投資し、継続的に資産規模の拡大を図ってい
ます。商業施設・オフィスビルに加えて住居・ホテル・物流施設等、投資タイプを広げることでポートフォリオの多様化を行って
います。

歴史と事業実績

● �第1回公募増資(9月) 
募集投資口数：15,000口（5分割前） 
発行価格（1口当たり）：766,360円（5分割前）
発行価額総額：11,096百万円

● �福岡都市成長戦略プロジェクト設立（4月）
● �キャナルシティ博多共用部環境リニューアル

（植栽、ベンチ増設等）

● �第2回公募増資(3月) 
募集投資口数：16,000口（5分割前） 
発行価格（1口当たり）：576,083円（5分割前） 
発行価額総額：8,913百万円

● �Facebook開設（3月）
● �CSR勉強会開始（4月）
● �被災地へのボランティア活動

（7月）
● �IR九州部会発足（11月）

● �キャナルシティ博多サウスビルリニューアル ● �第3回公募増資(3月) 
募集投資口数：14,950口（5分割前） 
発行価格（1口当たり）：710,580円（5分割前）
発行価額総額：10,263百万円 ● ��第5回公募増資(3月) 

募集投資口数：49,000口 
発行価格（1口当たり）：164,414円 
発行価額総額：7,795百万円● �第1回投資法人債発行(12月)

● �第3回投資法人債発行（7月）

● �統合報告書発行

● �第1回福岡大学 
寄附講座開催（9月）

● �福岡インターナショナルハウス開設（4月）
● �第2回福岡大学寄附講座開催（8月）
● ��株式会社福岡リアルティ10周年（12月）

● �プラチナWOMAN個人投資家向けIR説明会開催（8月）
● �FTSE EPRA/NAREIT Global Real Estate Indexへの組入れ（9月）
● �IR優良企業奨励賞を受賞（12月）

● �第4回公募増資(4月) 
募集投資口数：57,000口 
発行価格（1口当たり）：212,257円 
発行価額総額：11,701百万円

● �福岡リート投資法人上場10周年
● �キャナルシティ博多にインバウンド客向け免

税手続きカウンター設置や無料Wi-Fi設置

● �キャナルシティ博多20周年
● �キャナルシティ博多日本最大級 

3Dプロジェクションマッピング＆
新噴水「アクアパノラマ」導入

● �パークプレイス大分15周年リニューアル

● �キャナルシティ博多過去最高の来場客数を更新 
（2017年度1,702万人）

● �サステナビリティ方針の制定（1月）

● ��福岡リート投資法人 
上場15周年

● �第9回投資主総会開催
● ��福岡地所グループ4か

所の商業施設で使える 
「f-JOYアプリ」誕生

● �投資口5分割実施(3月)

● �第2回投資法人債発行
(7月)

福岡リート
投資法人と

福岡リアルティの
動き
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■ 商業施設 11物件

■ オフィスビル 9物件

■ その他（ホテル、住居、物流施設等） 11物件

■ 投資タイプ（取得価格ベース） ■ 投資対象エリア（取得価格ベース）

資産に占める割合（2020年8月31日現在）

保有物件数

31物件

取得価格合計

201,959百万円 ※�取得価格については、百万円未満を切り捨て
て記載しています。

物件名/取得時期/取得価格

本投資法人は、長期にわたり安定的なキャッシュ・フローを創出しうる物件を厳選し、投資を行っています。
また、保有物件は「商業施設」と「オフィスビル」を中心に多様な用途の物件を保有し、地域内でのリスク分散を図っています。

商業施設58.0% オフィスビル
27.7%

その他
14.3% 福岡都市圏76.6% その他九州地域

23.4%

は
じ
め
に

は
じ
め
に

保有物件の紹介

■ 鑑定評価額の推移

（注）期末帳簿価額には信託建設仮勘定を含みません。ロジシティ若宮は第32期末時点で改修工事が完了していないため、期末帳簿価額に改修予定金額を加算しています。

0

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

（百万円）

第2期
2005年
8月期

-411
81,771

第3期
2006年
2月期

86,777

1,893

第4期
2006年
8月期

7,894

93,556

第5期
2007年
2月期

13,955

103,025

第6期
2007年
8月期

18,742

107,338

第7期
2008年
2月期

20,799

112,001

第8期
2008年
8月期

21,070

115,560

第9期
2009年
2月期

12,465

115,195

第10期
2009年
8月期

9,300

120,299

第11期
2010年
2月期

8,953

119,486

第12期
2010年
8月期

9,394

118,686

第13期
2011年
2月期

6,989

118,411

第14期
2011年
8月期

6,498

146,621

第15期
2012年
2月期

5,543
146,246

第16期
2012年
8月期

6,006

150,603

第17期
2013年
2月期

6,522

152,422

第18期
2013年
8月期

8,243

158,851

第19期
2014年
2月期

9,138

158,007

第20期
2014年
8月期

11,097

159,128

第21期
2015年
2月期

14,434

159,246

第22期
2015年
8月期

16,777

172,406

第23期
2016年
2月期

19,830

171,555

第24期
2016年
8月期

24,255

168,902

第25期
2017年
2月期

21,152

164,527

第26期
2017年
8月期

22,878

169,031

第27期
2018年
2月期

25,541

168,138

第28期
2018年
8月期

29,467

182,352

第29期
2019年
2月期

31,804

184,715

第30期
2019年
8月期

34,087

183,532

第31期
2020年
2月期

36,923

182,336

第32期
2020年
8月期

37,648

187,891

期末帳簿価額（注) 含み益＝（期末鑑定評価額-期末帳簿価額（注)）

キャナルシティ博多/
2004年11月9日/32,000百万円

キャナルシティ・ビジネスセンタービル/
2004年11月9日/14,600百万円

アメックス赤坂門タワー(住居)/
2006年9月1日/2,060百万円

熊本インターコミュニティSC/
2006年11月30日/2,400百万円

天神ノースフロントビル/
2013年3月28日/2,800百万円

ティサージホテル那覇(ホテル)/
2018年12月7日/2,835百万円

キャナルシティ博多・B/
2011年3月2日/28,700百万円

呉服町ビジネスセンター/
2004年11月9日/11,200百万円

シティハウスけやき通り(住居)/
2007年12月20日/1,111百万円

花畑SC/
2007年9月3日/1,130百万円

東比恵ビジネスセンターⅡ/
2018年3月1日/4,230百万円

鳥栖ロジスティクスセンター(物流施設)/
2014年3月28日/1,250百万円

パークプレイス大分/
2004年11月9日/19,610百万円

サニックス博多ビル/
2005年9月30日/4,400百万円

Aqualia千早(住居)/
2012年3月1日/1,280百万円

久留米東櫛原SC/
2008年2月1日/2,500百万円

ロジシティみなと香椎(物流施設)/
2015年3月27日/8,150百万円

サンリブシティ小倉/
2005年7月1日/6,633百万円

大博通りビジネスセンター/
2006年3月16日/7,000百万円

ディー・ウイングタワー(住居)/
2013年3月1日/2,800百万円

ケーズデンキ鹿児島本店/
2008年3月27日/3,550百万円

ロジシティ久山(物流施設)/
2017年6月1日/5,050百万円

木の葉モール橋本/
2018年3月1日/10,000百万円

東比恵ビジネスセンター/
2009年3月13日/5,900百万円

グランフォーレ薬院南(住居)/
2014年11月4日/1,100百万円

マリノアシティ福岡（マリナサイド棟）/
2015年5月1日/5,250百万円

スクエアモール鹿児島宇宿/
2006年9月28日/5,300百万円

天神西通りセンタービル/
2013年2月1日/2,600百万円

ホテルフォルツァ大分(ホテル)/
2013年3月1日/1,530百万円

ロジシティ若宮(物流施設)/
2020年6月30日/1,700百万円

31

1

7

2

8

3

9

4

10

5

11

6

12

18

13

19

東比恵ビジネスセンターⅢ/
2020年5月29日/3,290百万円

20

14 15 16 17

21

27

22

28

23

29

24

30

25 26

九州全域
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0
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8,000

6,000

4,000

2,000

（百万円）

0

5,000

4,000

3,000
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1,000

（百万円）

0

6,000
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3,000

1,500
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0
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3,000
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（円）

0
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0
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0
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0

80,000

60,000

40,000

20,000

（Mwh）

0

600,000

450,000

300,000

150,000

（m3）

５0

４０

30

20

10

（人）

0

60

45

30

15

（%）

0
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（件）

0第23期
2016年
2月期

8,343

第24期
2016年
8月期

8,234

第25期
2017年
2月期

9,730（注1）

第26期
2017年
8月期

8,122

第27期
2018年
2月期

8,194

第28期
2018年
8月期

9,178

第29期
2019年
2月期

9,242

第30期
2019年
8月期

9,231

第23期
2016年
2月期

2,669

第24期
2016年
8月期

938（注1）

第25期
2017年
2月期

4,198（注1）

第26期
2017年
8月期

2,556

第27期
2018年
2月期

2,623

第28期
2018年
8月期

2,860

第29期
2019年
2月期

2,934

第30期
2019年
8月期

2,939

第23期
2016年
2月期

5,237

第24期
2016年
8月期

5,164

第25期
2017年
2月期

5,010

第26期
2017年
8月期

4,998

第27期
2018年
2月期

5,079

第28期
2018年
8月期

5,493

第29期
2019年
2月期

5,591

第30期
2019年
8月期

5,633

第23期
2016年
2月期

3,574

第24期
2016年
8月期

3,479

第25期
2017年
2月期

3,398

第26期
2017年
8月期

3,422

第27期
2018年
2月期

3,512

第28期
2018年
8月期

3,593

第29期
2019年
2月期

3,687

第30期
2019年
8月期

3,693

第23期
2016年
2月期

1,471

第24期
2016年
8月期

1,470

第25期
2017年
2月期

1,455

第26期
2017年
8月期

1,474

第27期
2018年
2月期

1,500

第28期
2018年
8月期

1,602

第29期
2019年
2月期

1,622

第30期
2019年
8月期

1,651

第31期
2020年
2月期

9,162

第32期
2020年
8月期

8,518

第31期
2020年
2月期

5,596

第32期
2020年
8月期

5,307

第31期
2020年
2月期

1,660

第32期
2020年
8月期

1,686

第23期
2016年
2月期

39.9

第24期
2016年
8月期

40.1

第25期
2017年
2月期

38.1

第26期
2017年
8月期

39.3

第27期
2018年
2月期

38.9

第28期
2018年
8月期

39.1

第29期
2019年
2月期

39.7

第30期
2019年
8月期

39.7

第23期
2016年
2月期

第24期
2016年
8月期

第25期
2017年
2月期

第26期
2017年
8月期

第27期
2018年
2月期

第28期
2018年
8月期

7年
10ヶ月

7年
7ヶ月6年

11ヶ月
6年
9ヶ月6年

5ヶ月
6年
2ヶ月

第29期
2019年
2月期

7年
11ヶ月

第30期
2019年
8月期

8年
6ヶ月

第28期・第29期
2018年3月～
2019年2月

第30期・第31期
2019年3月～
2020年2月

66,58468,114

第28期・第29期
2018年3月～
2019年2月

533,920

第26期
2017年
8月期

44.7

第27期
2018年
2月期

44.7

第28期
2018年
8月期

46.2

第29期
2019年
2月期

46.3

第30期
2019年
8月期

46.3

第23期
2016年
2月期

147

第24期
2016年
8月期

106

第25期
2017年
2月期

126

第26期
2017年
8月期

116

第27期
2018年
2月期

169

第28期
2018年
8月期

129

第29期
2019年
2月期

148

第30期
2019年
8月期

149

第23期
2016年
2月期

41

第24期
2016年
8月期

39

第25期
2017年
2月期

第23期
2016年
2月期

第24期
2016年
8月期

第25期
2017年
2月期

40

第26期
2017年
8月期

38

第27期
2018年
2月期

38

第28期
2018年
8月期

39

第29期
2019年
2月期

41

第30期
2019年
8月期

41

第31期
2020年
2月期

8年
10ヶ月

第32期
2020年
8月期

8年
10ヶ月

第30期・第31期
2019年3月～
2020年2月

519,609

第31期
2020年
2月期

42

第32期
2020年
8月期

41

第31期
2020年
2月期

2,899

第32期
2020年
8月期

2,586

第31期
2020年
2月期

3,642

第32期
2020年
8月期

3,250

第31期
2020年
2月期

39.8

第32期
2020年
8月期

41.4

第31期
2020年
2月期

47.6

第32期
2020年
8月期

51.2

第31期
2020年
2月期

133

第32期
2020年
8月期

54

45.0
48.7

43.9

財務ハイライト 非財務ハイライト 

営業収益 役職員数（注3）

従業員勤続年数（注5）

減価償却費 電気使用量（注7） 水消費量（注7）

当期純利益 女性比率（注4）

1口当たり分配金（注2）NOI 国内外IRミーティング件数（注6）

LTV

（注１） ��第25期に譲渡した「イオン原ショッピングセンター」、「Aqualia警固」の売却損益については、会計と
税務の処理の差異があるため、以下のとおり取り扱っています。 
1）第24期の損益計算書にて計上した「イオン原ショッピングセンター」の減損損失相当額を金銭の分
配に関する計算書にて一時差異調整引当額として計上。 
2）第25期の損益計算書にて「Aqualia警固」の売却益等を計上。 
3）第25期の金銭の分配に関する計算書にて一時差異等調整引当額の戻入れを実施。

(注2) �第24期、第25期の1口当たり分配金については、以下のとおり、算出しています。 
第24期の分配金「当期純利益」＋「一時差異等調整引当額の計上」－「次期繰越利益」 
第25期の分配金「当期純利益」－「一時差異等調整引当額の戻入れ」－「次期繰越利益」

(注3) �役職員数は、株式会社福岡リアルティに常勤する役員、正社員、契約社員、派遣社員、受入出向者等の
合計人数を記載しています。

(注4) 女性比率は、役職員数に占める女性の比率を計算しています。
(注5) 従業員勤続年数は、株式会社福岡リアルティの正社員、契約社員の平均勤続年数を算出しています。
(注6) �国内外IRミーティング件数は、面談、電話会議による機関投資家、アナリストとのIRミーティングの延

べ件数を記載しています。
(注7) �キャナルシティ博多、キャナルシティ博多・B、キャナルシティ・ビジネスセンタービル、パークプレイス

大分、木の葉モール橋本の5物件の合計値を記載しています。
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